
決算書

(P296-P299)
8款 2項 6目  除雪費 所管課等 道路課

事 業 名 消融雪施設管理費

(単位 :千円)

【目的】
・冬期間における市道の円滑な交通を確保するため、消雪パイプの更新を行 うとともに、消融雪

施設が所期の能力を発揮し良好に稼働するよう、適切な維持管理を行う。

平 成 30年 度 の 取 組

【事業の概要 (年度目標、実施内容、これまでの経過、日標達成状況など)】

○平成 30年度 目標
。消融雪施設整備計画に基づき、効率的かつ効果的な整備を行 う。

・消融雪施設の冬期前点検 と冬期間における迅速な修繕を行 うなど、適切な維持管理と効果的な

運用を図る。

O実施内容、これまでの経過等

*市道における地区別整備 (管理)状況 (単位 :km)

*地区別の修繕件数 (単位 :件 )

予算現額 執 行 額
執 行 額 の 財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 市  債 そ の 他 一般財源

272,818 271,607 96,162 4,788 46,100
2,158

触 翻
122,399

翌年度繰越額 執行残額
執 行 残 額 の 内 訳

事業費節減 事業未実施 入札差金 そ の 他

167 1,044 2 1,042

施設区分
帥

帥
浦サII原区 柿崎区 大潟区 頸城区 中郷区 板倉区 清里区 三和区 計

①消雪パイプ(地下水) 18.6 1.6 1.5 0,5 22.2 12.0 9.0 1,7 67 1

②消雪パイプllHTサ |1水 ) 0.8 0.8

③消雪パイプ(河川水加温) 5,3 5.3

④温水循環式 0.5 05

⑤電熱ロードヒーティンク
゛

0,05 0.04 0.09

⑥路面流雪 1.5 1,0 2.5

⑦流雪溝 11.1 0,6 0.5 51 17.3

地 区
帥

帥
浦川原区 柿崎区 大潟 区 頸城区 中郷区 板倉区 清里区 三和区 計

件 数 22 3 2 1 2 25 8 7 1 71
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決算書

(P296～ P299)
8款 2項 6目  除雪費 所管課等 道路課

事 業 名 消融雪施設管理費

*消雪パイプ (地下水)稼働状況

※合併前上越市以外の稼働時間及

*流雪溝稼働状況

び揚水量については電力使用量などから算出

地  区 年度
布設延長

(km)

稼働 日数

(日 )

延べ稼働時間

(時間)

揚水量

(だ )

合併前

上越市

H29 18.4 63 6,006 433,504

H30 18.6 65 4,818 335,599

柿崎区
H29 1.6 31 310 19,800

H30 1.6 31 155 9,800

大潟 区
H29 1.5 35 529 19,800

H30 1.5 28 211 7,900

頸城区
H29 0.5 43 448 14,761

H30 0.5 31 309 8,003

中郷区
H29 22.2 57 25,250 1,412,698

H30 22.2 50 23,854 1,344,300

板倉区
H29 12,0 53 7,417 448,202

H30 12.0 43 9,904 575,020

清里区
H29 9,0 55 6,279 211,770

H30 9。 O 53 3,464 118,996

三和区
H29 1,7 59 259 15,467

H30 1.7 35 145 8,647

計

H29 66.9 396 46,498 2,576,002

H30 67.1 336 42,860 2,408,265

地  区 年度
布設延長

(l(m)

供用 日数

(日 )

延べ使用回数

(回 )

延べ使用時間

(日寺間 )

合併前
上越市

H29 11,1 42 190 1,017

H30 11.1 10 37 181

浦サII原 区
H29 0.6 109 130 630

H30 0.6 64 76 299

柿崎区
H29 0.5 31 31 62

■30 0.5 31 31 31

中郷区
H29 5.1 57 57 684

H30 5。 1 50 50 600

計

H29 17.3 239 408 2,393

H30 17.8 155 194 1,111
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決算書

(P296-P299)
8款 2項 6目 除雪費 所管課等 道路課

事 業 名 消融雪施設管理費

*消融雪施設工法別 ランニングコス トのだ当 り単価内訳 (合併前上越市)

■ 12月 1日 ～3月 31日

*平成 30年度 消融雪施設ランニングコス トの経費及び割合 (合併前上越市)

〔消雪パイプ管理委託の状況 (平成 30年 11月 )〕

(単位 :円/だ )

区 分

散 水  (消雪パイプ) 無 散 水 (参考)

地下水 河川水
河川水

カロ ユ品

温 水

循環式

電熱ロード

ヒーティンク
゛ 流雪溝 機械除雪

H28 230 840 770 1,360 8 880 150 190

H29 190 490 1,020 2,110 3,670 270 380

H30 160 230 730 550 2,720 240 180

総額 35,800千 円

ガス代

7,327千 円

20。 5%

灯油代

577千円

1.6%

修繕料

2,544千円

7.1%

集中管理

1,581千円

4.4%

電気料

6,773千円

18。 9%

管理委託料

16,998千 円

47.5%

ドレーン漕 l吊状況

(仲町 6丁 目地内 )
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決算書

(P296～ P299)
8款 2項 6目 除雪費 所管課等 道路課

事 業 名 消融雪施設管理費

全 体 計 画 主な執行額 内   容

平成 29年度繰越明許分

消雪パイプリフレッシュエ事
。実施地区 合併前上越市、中郷区
。実施路線 仲町線ほか

県道坂本新田新井線
・事業箇所 仲町 6丁 目ほか

中郷区藤沢
。事業概要 消雪パイプ更新 L=1,297m

流雪溝導水横断工 L=7m

工事請負費 116,824 消雪パイプ更新 L=1,154m
流雪溝導水横断工 L=7m

平成 30年度分

消雪パイプリフレッシュエ事

…実施地区 中郷区
。実施路線 福田岡沢 1号線

稲荷山坂本線
・事業箇所 中郷区福田、稲荷山
。事業概要 消雪パイプ更新 L=490m

工事請負費  28,799 消雪パイプ更新 L=482m

*消融雪施設工事

○目標達成状況
・仲吋線の消雪パイプの更新工事においては、上越警察署及び地元町内会と協議 しブロックごと

に車両通行止め等を実施 し工期短縮に努めたことにより、11月 末 日までに通水できたことか

ら、目標を達成できた。中郷区においては、早期発注に努めた。
・消雪パイプ及び流雪溝の冬期前点検を的確に履行 し施設の安全性を確保 し、送水管が漏水 した

場合には緊急修繕を実施するなど適切な維持管理に努めた。

【事業の成果】
・第二期消融雪施設整備計画 (計画期間 :平成 27年度～令和元年度)に基づいた老朽化 した消

雪パイプの更新工事を着実に進めることにより、冬期の道路交通の確保と県が進める合併前上

越市地域の地盤沈下の抑制を図ることができた。
・消融雪施設の冬期前点検 と冬期間における迅速な修繕を行 うことで、適切な維持管理 と効果的

な運用が図れたことから、冬期間の道路交通を確保することができた。

【今後の課題、反省点、日標が達成できなかった要因など】
。老朽化 した消融雪施設の更新工事を着実に進めるとともに、交通量が少なく機械除雪が可能な

路線は機械除雪への転換や除雪路線の区分を道路使用状況にあった見直しを行い、経費削減に

努めていく。
・消雪施設 ジフレッシュ計画 (事業完了 :令和 6年度)を計画的に進めるため、第二期消融雪施

設整備計画の計画期間が終了することから、次期整備計画を令和元年度中に策定する。
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決算書

(P296-P299)
8款 2項 6目  除雪費 所管課等 道路課

事 業 名 消融雪施設管理費

【執行残額について】

○入札差金

委託料
工事講負費

○その他
・実績が見込みを下回つたもの

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料
工事請負費

負担金補助及び交付金

2

1

1

1,042

1,042

272

38

685

6

44

2

フ
'

37



決算書

(P298-P299)
8款 2項 6目  除雪費 所管課等 道路課

事 業 名 除雪費

(単位 :千円)

【目的】
。冬期間における市道の円滑な交通を確保するため、適切な除排雪作業を行 うとともに、路面凍

結防止対策を実施する。
・除雪車が入れない狭降な道路や高齢者宅前などを、地域の住民が共同で除雪する場合、小型除

雪機の購入代金の一部を補助することで、冬期間の道路交通を確保するとともに、共助の精神

を醸成する。
・除雪事業は豪雪地域である当市において欠くことのできないものであるが、近年、建設業界で

は若年層の雇用が進まない現状から、除雪オペ レーターの高齢化が深刻な問題 となつている。

このことから、市道の除雪オペ レーターに従事を希望する 40歳未満の若年層に対し、資格取

得に係る経費の一部を補助する。

平 成 30年 度 の 取 組

【事業の概要 (年度目標、実施内容、これまでの経過、目標達成状況など)】

■市道除排雪事業 2,670,983
0平成 80年度 目標

。通常降雪時の除雪作業は、おおむね午前 7時前に完了させ、通勤通学時間帯の円滑な道路交

通を確保する。

○実施内容、これまでの経過等

*除雪体制の概要 (全市)

※除雪 ドーザとロータリ除雪車の台数は、貸与車と委託車を合わせた台数

予算現額 執 行 額
執 行 額 の 財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 市  債 そ の 他 一般財源

2,756,476 2,672,998 424,188 142 82,000
8,230

(諸収入 )

2,158,438

翌年度繰越額 執行残額
執 行 残 額 の 内 訳

事業費節減 事業未実施 入札差金 そ の 他

83,478 40,561 42,917

項 目

車道除雪 歩道除雪

市道

延長

(km)

除雪

延長

(l(m)

除雪率

(%)

除 雪

ドーザ

(台 )

口ヽ―夕,

除雪車

(台 )

市道

延長

(km)

除雪

延長

(k阻 )

除雪率

(%)

ロータ)

除雪車

(台 )

H29 2,817 1,759 62.4 336 61 285 146 51.2 55

H30 2,826 1,759 62.2 337 62 290 150 51.7 55

増減 9 0 △ 0.2 1 1 5 4 0.5 0
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決算書

(P298～ P299)
8款 2項 6目  除雪費 所管課等 道路課

事 業 名 除雪費

*累計降雪量の状況 (全市)

2,000cm

l,500cm

l,000cm

500cm

Ocm
安
塚
区
須
)II

*累計降雪量 (高 田特別地域気象観測所)と 除排雪委託料の推移

800cm

700cm

600cm

500cm

400cm

300cm

200cm

100cm

Ocm

2,500T牛

2,000イ牛

1,500件

1,000件

500件

0イ牛

名
立
区
森

三
和
区
総
合
事
務

所

清
里
区
櫛
池

板
倉

区
寺

野

中
郷
区
総
合
事
務
所

吉
川
区
坪
野

頸
城
区
総
合
事
務
所

大
潟
区
総
合
事
務
所

柿
崎
区
岩

手
（
旧
黒
川
小
）

牧
区
棚
広
新
田

大
島

区
菖
蒲

浦
川
原
区
総
合
事
務
所

合
併
前
上
越
市

5,000百 万円

4,000百 万円

3,000百 万円

2,000百 万円

1,000百万円

0百万円

H26年度   H27年度   H28年度   H29年度   H30年度

*市民からの問合せ件数 (12月 1日 から3月 31日 まで)

1,236

783

207
165 |■■1碑室ト

341

195 lri::=

233
257

H28年度

日H27年度
園H28年度
国H29年度
国H30年度

‐■累計降雪量 ― 除排雪委託料

551cm

473cm

297cm
334cm 2

H26年度 H27年度
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決算書

(P298～ P299)
8款 2項 6目  除雪費 所管課等 道路課

事 業 名 除雪費

O目 標達成状況
・除雪事業者に貸 し付けている貸与車と予備車で老朽化 している除雪機械 7台 と直江津地区の

主要道路の路面凍結を防止するため凍結防止剤散布車 1台を更新 した。このことにより、貸

与車のロータリ除雪車 1台 と除雪 ドーザ 1台を増車することができたことから、除雪作業の

効率化が図られ、計画 していた年前 7時前には除雪作業が完了し、適切な除排雪作業と路面

凍結防止対策が実施できた。
・朝方近くの降雪の場合には、主要な幹線道路の交通確保及び通学路の歩道除雪を優先 して除

雪を行い、市民の通勤並びに通学に支障が出ないように対応することができた。

■小型除雪機購入費補助事業 1,394
0平成 30年度目標

。広報等により補助制度を周知するとともに、降雪前までの納入を図る。

○実施内容、これまでの経過等

*補助実績 (購入費の 40%以内で 1台 につき 80万円限度 ) (単位 :台 )

○目標達成状況
。広報や市ホームページ、又は地区別除雪会議等を通 じ補助制度の周知を行い、申請のあつた

本町 1丁 目町内会ほか 2団体に補助金を交付 し、降雪前までに機械の納入が完了することが

できたが、補助金交付予定台数 4台に対し交付実績は 3台 となり、地域除雪を担 う作業者の

高齢化などの理由により、日標を達成できなかつた。

■除雪オペ レーター雇用促進事業 671
0平成 30年度目標
・広報等によるPRを行い、若年層オペレーターの雇用促進を図る。

○実施内容、これまでの経過等

・除雪オペレーターの資格 (大型特殊自動車免許及び車両系建設機械運転技能講習)取得に要

した経費の 2分の 1を補助 した。 (1人 につき 5万円限度)

*交付実績 (H29年度から実施)                      (単 位 :件 )

区  分
合併前

上越市
安塚区 浦)|1原区 大島区 牧 区 柿崎区 吉サ|1区 清里区 名立区 計

平成 29年度

までの実績
21 20 1 1 2 3 3 1 9 61

平成 30年度

交 付 台 数
2 1 3

区  分
合併前

上越市
安塚区 浦川原区 牧 区 大潟区 頸城区 中郷区 計

平成 29年度

交 付 実 績
3 3 1 1 8

平成 30年度

交 付 件 数
7 1 5 1 1 15
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決算書

(P298～ P299)
8款 2項 6目  除雪費 所管課等 道路課

事 業 名 除雪費

○目標達成状況
。当初計画 していた交付者数 5人を大幅に上回る 15人に姑 して、資格取得に係る経費の一部を

補助 し、雇用促進が図られたことから目標を達成できた。

【事業の成果】
・老朽化 した除雪車の更新や除雪延長による適正な除雪車の配備計画を見直したことにより早朝

除雪をおおむね午前 7時前に完了することができた。

・除雪車の入れない狭崎な道路や高齢者宅前などの除雪を行 う団体に、小型除雪機購入費の一部

を補助 したことにより、狭降道路等の交通確保を図ることができた。

・除雪オペ レーターの高齢化により将来の人材不足を解消するため、40歳未満の若手オペレータ

ーに資格取得に係る経費の一部を補助 したことにより、若手オペ レーターを確保することがで

きた。

〔除雪 ドーザによる車道除雪状況〕

圭義益選邊患
ggょ

|ミ毯Sζ
g多
ェ二:1土

(清里区北野 平成 31年 1月 ) (安塚区上方 平成 31年 3月 )

【今後の課題、反省点、日標が達成できなかつた要因など】

・除雪作業に当た り、市民からの問合せに対 し、除雪管理システムとパ トロールによる監視体制

により正確に情報を伝えるとともに、除雪事業者に迅速かつ的確な指示を行 うことで、円滑な

道路交通の確保に努める。
・地域共助の除雪体制の推進を目的とする小型除雪機械購入補助制度を平成 19年度から実施 し

てきたが、少子高齢化に伴い除雪作業を行える住民が減少 していることから、交付申請する団

体も少なくなつてきた。引き続き地域共助の除雪体制を維持するため、制度の見直し等を含め

支援を継続 していく。
。若手除雪オペ レーターの確保を目的とする除雪オペ レーター雇用促進補助金について、除雪事

業者のヒアリングや各種会議の際に周知を行 うとともに、国が進める働き方改革を推進するた

め、一層の雇用確保に努める。
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決算書

(P298-P299)
8款 2項 6目  除雪費 所管課等 道路課

事 業 名 除雪費

【執行残額について】

○入札差金

委託料

備品購入費

○その他
・実績が見込みを下口つたもの

職員手当等

共済費

報償費

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

原材料費

公課費

40,561

1

40,560

4ヽ2,917

42,917

3

1

1

806

3

42,069

32

1

1
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決算書

(P298-P299)
8款 2項 7日  克雪総合計画費 所管課等 建築住宅課

事 業 名 克雪住宅推進費

(単位 :千円)

【目的】
・住宅の克雪化を支援することで、克雪住宅の整備を誘導し、雪下ろしによる負担の軽減及び危

険防止を図る。

平 成 30年 度 の H文 組

【事業の概要 (年度目標、実施内容、これまでの経過、日標達成状況など)】

○平成 30年度目標
・広報上越や市ホームページのほか、リフォームフェア等各種イベントの機会を捉え事業の周知

を行 う。               、
。冬期間の生活の安全・安心を確保するため、降雪前に克雪住宅化工事が完了するよう申請受理

後は速やかに交付決定を行う。

○実施内容、これまでの経過等

受 付 期 間 平成 80年 4月 2日 (月 )～ 11月 30日 (金 )

補 助 金 額 7,027千円

補 助 件 数 23イ牛

補助金額等

。融雪式 :440千 円 (補助基本額 660千円×2/3上限)

・落雪式、耐雪式等 :380千円 (補助基本額 660千 円×1/2上限)

※要援護世帯は 110千円の加算

対 象 地 域 大潟区及び頸城区を除く全市

克雪すまいづくり支援事業補助金交付実績

区 分

地区名

融雪式 落雪式、耐雪式等 合 計

件数 補助額 件 数 補助額 件数 補助額

合併前上越市 0 0 20 6,070 20 6,070

板倉区、清里区、

三和区
0 0 3 957 3 957

合  計 0 0 23 7,027 23 7,027

予算現額 執 行 額
執 行 額 の 財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 市  債 そ の 他 一般財源

7,027 7,027 1,748 3,510 1,769

翌年度繰越額 執行残額
執 行 残 額 の 内 訳

事業費節減 事業未実施 入札差金 そ の 他
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決算書

(P298-P299)
8款 2項 7日  克雪総合計画費 所管課等 建築住宅課

事 業 名 克雪住宅推進費

○目標達成状況
。広報上越や市ホームページのほか、住宅 リフォームフェアにおいても事業の周知を行つたほか、

申請受理後は速やかに交付決定を行い、克雪住宅の円滑な整備を支援することができた。

【事業の成果】
。広報上越やイベントを通じて事業の周知を行い、23件の克雪住宅の整備を支援し、雪下ろしの

負担軽減を図り、冬期間の生活の安全・安心を確保した。

【今後の課題、反省点、日標が達成できなかつた要因など】
。住宅を克雪化するか否かは所有者の認識等により判断されるため、今後も広報上越や各種イベ

ント等を通じて市民への事業の周知に努め、克雪住宅化を進めていく。
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決算書

(P300～ P301)
8款 3項 1目 河川総務費 所管課等 河川海岸砂防課

事 業 名 準用河川改修事業

(単位 :千円)

【目的】
・準用河)||「前川」の河道を拡幅することにより、流下能力を向上させ、浸水被害の軽減を図る。

平 成 30年 度 の 取 組

【事業の概要 (年度目標、実施内容、これまでの経過、日標達成状況など)】

○平成 30年度目標
・河)|1改修工事等を予定する区間について、関係機関と施工時期等を調整し、年度内に完了する。

○実施内容、これまでの経過等

*平成 29年度繰越明許分
・護岸工    L=126m
・物件移転補償 一式

○目標達成状況
・平成 29年度繰越分については、護岸工事の進捗管理に努め、年度内に完了することができ

た。
・平成 30年度当初予算分については、仮排水路の設置に伴 う地権者 との協議に時間を要し、翌

年度に繰 り越 したことから、日標は達成できなかつた。

【事業の成果】
。河道掘削及び護岸工事を実施し、河道を拡幅したことから、流下能力が向上し、周辺地域の浸
・水被害軽減が図られた。

【今後の課題、反省点、日標が達成できなかつた要因など】                  _
・河川改修工事については、出水期及び農繁期による施工時期の制約があることから、綿密な工

程管理が必要である。
・繰越工事について、地権者と協議を進め、早期完了に努めていく。

予算現額 執 行 額
執 行 額 の 財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 市  債 そ の 他 一般財源

100,418 88,157 29,260 55,600
2,857

(繰越金 )

440

翌年度繰越額 執行残額
執 行 残 額 の 内 訳

事業費節減 事業未実施 入札差金 そ の 他

11,975 286 264 22
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決算書

(P300-P301)
8款 3項 1目 河川総務費 所管課等 河川海岸砂防課

事 業 名 準用河川改修事業

【執行残額について】

○入札差金

工事請負費

Oその他
。実績が見込みを下回つたもの

補償、補填及び賠償金

264

264

22

22

22

〔準用河ナII前川 (小滝地内)〕

竣 工
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決算書

(P300～ P301)
8款 3項 1目  河川総務費 所管課等 河川海岸砂防課

事 業 名 河川管理費

(単位 :千円)

【目的】
。河川及び河サ|1公園の機能を適切な状態に保つよう維持管理を行うとともに、増水時には排水樋

門や排水ポンプ等について適確な運転操作を実施し、内水被害の防止に努める。
iま た、地元関係団体等の活動を支援し、河川改修の促進や環境美化の向上を図る。

平 成 80年 度 の 取 組

【事業の概要 (年度目標、実施内容、これまでの経過、日標達成状況など)】
・

○実施内容、これまでの経過等

・樋門等維持管理委託 4,410
・関川、保倉)IIな どの市内 102か所ある排水樋門・排水ポンプ等について、地元町内会等と連携

し、操作業務を実施

・河川等維持管理委託 9,137
市管理河サ|1及び河)|1公園等市内 41か所において、除草や清掃、堆積土砂の撤去等を実施

・河川等維持工事 15,770
市管理河川 21か所において、崩落 した護岸の復旧工事や転落防止柵設置工事等を実施

・各種協議会等負担金 483
新潟県河サ|1協会を始め、各河サ||の 改修期成同盟会や環境整備協議会へ負担金を支出

【事業の成果】
。樋門の操作・維持管理を地元町内会等に委託 し、豪雨時の内水被害を防止するための体制を確

保することができた。
・市管理河川及び河ナ|1公園等について、適正な維持管理により、良好な状態が保たれた。
・地元同盟会等と連携 し、河川整備事業等の促進に向けた要望活動により、事業の進捗が図られ

た。

予算現額 執 行 額
執 行 額 の 財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 市  債 そ の 他 =般財源

34,846 34,024 937 2,433
9

(諸収入 )

30 645

翌年度繰越額 執行残額
執 行 残 額 の 内 訳

事業費節減 事業未実施 入札差金 そ の 他

822 250 572
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ミざ ュ: 七St

【今後の課題、反省点、日標が達成できなかつた要因など】
i引 き続き、河川管理者や地元町内会 と連携 しながら、除草等河川環境の維持とともに、増水時

の排水樋門及び排水ポンプの適確な運転操作を実施 し、内水被害の防止に努めていく必要があ

る。
・市管理河川について、堆積土砂の撤去や護岸の修繕等を適切に実施 し、流下能力の保全に努め

ていく必要がある。          .
。関係する同盟会 と連携 しながら、国や県が管理する河川改修事業等にういて、整備の必要性を

継続 して要望 していく。

【執行残額について】

○入札差金

委託料

工事請負費

Oその他
・実績が見込みを下回つたもの

報酬

共済費

旅費

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

負担金補助及び交付金

250

212

38

572

572

8

4

58

7

46

431

14

4

決算書

(P300～ P301)
8款 3項 1目 河川総務費 所管課等 河)|1海岸砂防課

事 業 名 河川管理費
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決算書

(P300～ P303)
8款 3項 1目  河)|1総務費 所管課等 河川海岸砂防課

事 業 名 砂防事業費

(単位 :千円)

【目的】
。人家 15戸以上の地すべ り指定地のうち、地形地質的に地すべ り発生の危険性が大きい区域に

おいて巡視活動を行い、地すべ りの兆候や土砂の崩落を早期に発見し、土砂災害を未然に防止

する。
・土砂災害に対する啓発を目的とした地すべ り資料館 (板倉区猿供養寺地内)について、新潟県

から委託を受けて施設の維持管理を行 う。
・法面崩落のおそれがある急傾斜地 (中郷区藤沢地内)において、斜面の安定を図るため、法面

対策を実施 し、土砂災害を未然に防止する。

平 成 30年 度 の 取 組

【事業の概要 (年度目標、実施内容、これまでの経過、日標達成状況など)】

○実施内容、これまでの経過等
・地すべ り巡視業務 12,295

市内 112か所の地すべ り危険区域において、地すべ りの前兆や崩落箇所の早期発見のため、96

人の地すべ り巡視員を配置し、年間 39日 の巡視活動を実施
・地すべ り資料館の維持管理 3,680
土砂災害に対する啓発が目的の地すべ り資料館について、新潟県から委託を受けて維持管理を

実施

内容 :管理人賃金、光熱水費、施設管理 (清掃等)、 浄化槽保守・消防設備点検 ほか
。急傾斜地崩壊対策事業負担金 699
新潟県が主体となり実施する急傾斜崩壊対策事業について、市負担金を支出

【事業の成果】
・地すべ りの兆候や崩落の早期発見のため、地すべ り巡視活動を実施 したことにより、土砂災害

の未然防止や被害の軽減が図られた。
・地すべ り資料館を適切に保守管理することによって、施設を安全に維持することができた。
・急傾斜地崩壊対策事業については、事業主体である新潟県に負担金を支出し、測量業務の進捗

を図つた。

予算現額 執 行 額
執 行 額 の 財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 市  債 そ の 他 一般財源

18,457 18,271 14,526 3,745

翌年度繰越額 執行残額
執 行 残 額 の 内 訳

事業費節減 事業未実施 入札差金 そ の 他

186 186
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決算書

(P300-P303)
8款 3項 1目 河川総務費 所管課等 河川海岸砂防課

事 業 名 砂防事業費

【今後の課題、反省点、日標が達成できなかった要因など】
。上越市は多くの地すべ り地域が存在 していることから、市民の生命や財産を守るため、引き続

き巡視活動による地すべ りの兆候の早期発見に努めていく。

・急傾斜地崩壊対策事業については、法面対策工事の早期着工に向けて、事業主体である新潟県

と強く連携 していく必要がある。

【執行残額について】

○その他
i実績が見込みを下回らたもの

報酬

共済費

旅費

需用費

委託費

使用料及び賃借料

・事業実施に伴 う端数残

役務費ほか

186

185

44

21 -

16

29

62

13

1

1
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決算書

(P302～ P305)
8款 5項 1目  都市計画総務費 所管課等 都市整備課

事 業 名 都市計画総務管理費

(単位 :千円)

【目的】
・長期未着手となつている都市計画道路について、計画の必要性や事業の可能性を検証し、見直

しを検討する。
。現在の都市計画基本図は、作成後 10年が経過 し、住宅地等の整備により地形地物に変化が生

じていることから、最新の図面に更新する。

平 成 30年 度 の 取 組

【事業の概要 (年度目標、実施内容、これまでの経過、日標達成状況など)】

■都市計画道路見直し事業  3,002
0平成 30年度目標

・調査結果を踏まえ、路線の廃止を含めた今後の方向性について、関係住民と協議しながら選

定を進める。

○実施内容、これまでの経過等
・都市計画道路調査業務委託

将来交通量推計に基づいた交通ネットワークの検証

○目標達成状況
・効率的な見直しを図るため、従来の見直 し手法を改めたことから、関係住民との協議に至ら

ず 目標を達成することができなかつた。

■都市計画基本図修正  23,306
0実施内容、これまでの経過等

・都市計画基本図修工業務委託

縮尺 1:2,500の地形図 (合併前上越市の市街化区域内)を最新の航空写真に基づき修正

【事業の成果】
・者Б市計画道路見直し事業について、将来交通量推計に基づいた交通ネットワークを重点的に検

証したことにより、今後 10年程度の検証が不要となるなど効率的な見直しができた。

・都市計画基本図修正について、最新の図面に更新することができた。

予算現額 執 行 額
執 行 額 の 財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 市  債 そ の 他 一般財源

42,680 39,477
2,127

(報 言柳
37,350

翌年度繰越額 執行残額
執 行 残 額 の 内 訳

事業費節減 事業未実施 入札差金 そ の 他

3,203 270 2,178 755
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決算書

(P302～ P305)
8款 5項 1目 都市計画総務費 所管課等 都市整備課

事 業 名 都市計画総務管理費

【今後の課題(反省点、日標が達成できなかった要因など】

・毎回 2路線程度を目安に交通ネ ットワークの検証、関係住民との協議、者[市計画の変更を順序

とした見直 し手法を改め、平成 30年度は将来交通量推計に基づき交通ネットワークが適正な

規模 となるよう検証を行い、その結果から得 られた見直しが必要であると考えられる路線につ

いて、今後、関係住民と見直 しに向けた協議を行 うこととした。

・都市計画道路の未着手路線は、長期に渡つて土地利用に規制をかけてきたことから、見直しに

当たつては、関係住民の意向を確認 しながら慎重に進めて行 く必要がある。

【執行残額について】

○事業未実施

報酬

報償費

役務費

委託料

公課費

○入札差金

需用費

委託料

使用料及び賃借料

備品購入費

○その他
,実績が見込を下回つたもの

報酬

共済費

旅費

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

備品購入費

負担金補助及び交付金

270

60

15

58

130

7

2,178

む16

2,117

44

1

755

755

257

53

349

14

3

1

57

1

20
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決算書

(P304～ P305)
8款 5項 2目  土地区画整理費 所管課等 都市整備課

事 業 名 区画整理総務費

(単位 :千円)

【目的】
・高田駅前の良好な景観と機能性に優れた雁木を建設することにより、雪や雨に対応した利便性

の向上と、快適な歩行空間の確保を図る。
・既存都市施設の点検・修繕を実施し、機能を維持する。

平 成 30年 度 の 取 組

【事業の概要 (年度目標、実施内容、これまでの経過、日標達成状況など)】

■高田駅前修景施設整備  97,443(繰 越明許 )

○実施内容、これま
ヤ

・高田駅前雁木整雇

の経過等

甫 全体延長   L=484.lm(整 備済み延長 L=437.5m)

今回整備延長 L=46.6m(建 築工事、電気設備工事、施工監理業務 )

■施設の適切な維持管理  9,733
0実施内容、これまでの経過等

・高田駅前雁木修繕
・高田駅前広場修景施設保守点検

・春 日山駅前公衆 トイレ。駐輪場 。駐車場管理

・黒井駅前公衆 トイレ。駐輪場 。駐車場管理

・調整池管理

【事業の成果】
・高田駅前雁木整備が全て完了し、雨や雪をしのく肖入適な歩行空間を確保することができた。
・既存者Б市施設の点検・修繕を実施し、機能を維持することができた。

【今後の課題、反省点、日標が達成できなかつた要因など】
。高田駅前雁木整備において、関連工事との工程調整や掘削時に発見された埋設管の確認に日数

を要し、繰越 しになったことから、関係者 との調整を密に行い、適切な進捗管理に努める必要

があつた。
・引き続き既存都市施設の点検・修繕を適切に行い、機能維持に努めていく。

予算現額 執 行 額
執 行 額 の 財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 市  債 そ の 他 一般財源

107,616 107,176
98,873

Ct士酒双入魅 翻 0

8 303

翌年度繰越額 執行残額
執 行 残 額 の 内 訳

事業費節減 事業未実施 入札差金 そ の 他

440 29 411
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決算書

(P304-P305)
8款 5項 2目 土地区画整理費 所管課等 都市整備課

事 業 名 区画整理総務費

【執行残額について】

○入札差金

需用費

○その他
・実績が見込みを下回つたもの

需用費

委託料

使用料及び賃借料

工事請負費

着手前

〔高田駅前雁木整備〕

29

29

411

411

21

13

8

369

竣工 (外観)
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(単位 :千円)

【目的】
。新幹線 と在来線の乗 り換えの円滑化、鉄道の利用促進並びに広域駅の周辺地区にふさわしい土

地利用を図る。
・土地区画整理事業の施行前と施行後における、市有地の評価額の差を清算金として支払 う。

・新幹線新F駅地区土地区画整理事業を執行するため、一般会計から特別会計への繰出しを行 う。

平 成 30年 度 の 取 組

【事業の概要 (年度目標、実施内容、これまでの経過、日標達成状況など)】

○実施内容、これまでの経過等
・委託料 778

事業用地管理委託料 (草刈業務 )

・新幹線新駅地区土地区画整理事業特別会計繰出金 65,100
・新幹線新駅地区土地区画整理事業換地清算金 6,275

【事業の成果】
・土地区画整理事業の実施により、鉄道の利用促進及び駅利用者の利便性が向上したほか、区域

内において新たな商業施設の営業が始まるなど、土地利用の促進が図られた。

【執行残額について】

○事業未実施

需用費

使用料及び賃借料

○その他
・実績が見込みを下回つたもの

補償、補填及び賠償金 (清算金)

繰出金

1

1

1

∩
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決算書

(P304-P305)
8款 5項 2目  土地区画整理費 所管課等

道路課

(平成30年度所管は新幹線・交通政策課)

事 業 名 新幹線新駅周辺整備事業

予算現額 執 行 額
執 行 額 の 財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 市  債 そ の 他 一般財源

73,645 72,153 65,100
6

(手数料、諸収入)

7,047

翌年度繰越額 執行残額
執 行 残 額 の 内 訳

事業費節減 事業未実施 入札差金 そ の 他

1,492 50 1,442
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(単位 :千円)

【目的】
・自由通路・昇降施設、駅前広場及び駐輪・駐車場等の上越妙高駅周辺の公共施設の維持管理を

適切に行い、駅利用者に安全・安心、かつ快適な施設環境を提供する。

平 成 30年 度 の 取 組

【事業の概要 (年度目標、実施内容、これまでの経過、日標達成状況など)】

○実施内容、これまでの経過等
・需用費 13,080

消耗品費、光熱水費、修繕料
・施設管理委託料 29,524

駐車場管理業務、自由通路・駅前広場 。公園及び トイレ清掃業務

自由通路エ レベーター・エスカレーター保守点検業務ほか
。除排雪委託料 4,212

駐車場等除雪業務

【事業の成果】
。上舷妙高駅周辺の公共施設を適切に維持管理 し、駅利用者に安全 ,安心、かつjk適

な利用環境

を提供 した。

【今後の課題、反省点、日標が達成できなかつた要因など】
・駅利用者から安全・安心、かつ快適に施設を使用 していただくため、引き続き適切な維持管理

を行 う。

決算書

(P304～ P307)
8款 5項 2目  土地区画整理費 所管課等

道路課

(平成]t年度所管は新幹線̀交通政策課)

事 業 名 新幹線新駅周辺施設維持管理費

予算現額 執 行 額
執 行 額 の 財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 市  債 そ の 他 一般財源

52,786 50,604
44,658

(使用料、諸収入)

5,946

翌年度繰越額 執行残額
執 行 残 額 の 内 訳

事業費節減 事業未実施 入札差金 そ の 他

2,182 67 2,115
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決算書

(P304-P307)
8款 5項 2目 土地区画整理費 所管課等

道路課

(平成30年度所管は新幹漁=交通政策課)

事 業 名 新幹線新駅周辺施設維持管理費

【執行残額について】

○入札差金

委託料

Oその他
。実績が見込みを下回つたもの

報酬

共済費

需用費

委託料  `
使用料及び賃借料   .
工事請負費

。事業実施に伴 う端数残

67

67

2,115

2,113

11

16

257

1,826

2

1

2
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決算書

(P306-P307)
8款 5項 8目  公園費 所管課等 都市整備課

事 業 名 都市公園整備事業

(単位 :千円)

【目的】
。各都市公園の個性をいかし、利用者の安心 。安全に配慮 した施設整備を推進する。

・多くの市民に親 しまれる文化 と交流の拠点、水と緑のオアシスとなる憩いの場 として、公園整

.察ゑ輩種務急必豊富な自然資源をいかし、多世代の交流の拠点として、魅力向上に向けた公園

整備を推進する。
・都市公園 トイレの公共下水道接続工事を行い、利用環境の向上と公共用水域の水質保全を図

る。

平 成 30年 度 の 取 組

【事業の概要 (年度目標、実施内容、これまでの経過、日標達成状況など)】

■都市公園整備事業 52,097
0平成 30年度 目標

・整備工事については、関連事業と調整 し、効率的な整備を進め、11月 末までに完了する。

・老朽化対策については、早期に発注 し、H月 末までに完了する。

○実施内容、これまでの経過等

*平成 29年度繰越明許分 31,564
・海浜公園広場等整備工事

トイレ改築 N=1基、噴水整備 一式

*平成 30年度分 20,533
・海浜公園広場等整備工事

張芝工 A=250だ、フェンス設置工 L=173m
・老朽化対策

遊具更新工事

寺の前公園 (五智三丁目)    N=1基
梨の木公園 (春 日新田一丁目)  N=2基ヽ

新町公園 (新町)       N=2基
稲荷公園 (高 土町一丁目)    N=1基
いちょう公園 (昭和町一丁目)  N=1基

都市公園施設長寿命化計画再策定業務委託

予算現額 執 行 額
執 行 額 の 財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 市  債 そ の 他 一娯財源

150,362 147,615 79,739 54,500
1,782

触 触
11 594

翌年度繰越額 執行残額
執 行 残 額 の 内 訳

事業費節減 事業未実施 入札差金 そ の 他

2,747 1,812 985
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決算書

(P306～ P307)
8款 5項 3目 公園費 所管課等 都市整備課

事 業 名 都市公園整備事業

○目標達成状況
・海浜公園整備工事については、効率的な整備を進め、11月 末までに完了し、供用開始するこ

とができたことから、日標を達成することができた。
・遊具更新工事については、寺の前公園ほか 3公園の 6基は 11月 末までに工事を完了するこ

とができたが、事業進捗を図るために追力日発注 したいちょう公園の 1基については、12月 の

完了となり日標を達成することができなかつた。

■高田公園整備事業 61,929
0平成 30年度 目標

・整備工事及び業務委託については、早期に発注 し、11月 末までに完了する。

○実施内容、これまでの経過等

*平成 29年度繰越明許分 51,193
・内堀護岸改修

内堀護岸築造工事 L=200m
*平成 30年度分 10,786  

｀

。内堀護岸改修

内堀護岸築造工事 L=21m
測量業務 L=250m、 実施設計業務 L=2501n

○目標達成状況
・業務委託については 11月 末までに完了したが、整備工事については、内堀水位の上昇に伴

う施工能率の低下により日数を要 したため、12月 の完了となり、目標を達成することができ

なかつた。

■五智公園整備事業 32,312
0平成 30年度 目標

・整備工事については、早期に発注し、11月 末までに完了する。

○実施内容、これまでの経過等
・駐車場整備工事 A=3,000ポ

○ 目標達成状況
・整備工事については、■ 月末までに完了し、供用開始することができたことか ら、日標を達

成することができた。
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決算書

(P306-P307)
8款 5項 3日 公園費 所管課等 都市整備課

事 業 名 者田市公園整備事業

■都市公園 トイレ下水道接続事業 1,277
0平成 30年度 目標

・整備工事については、早期に発注 し、11月 末までに完了する。

○実施内容、これまでの経過等

・潟町中央公園 トイレ下水道接続工事 一式

○目標達成状況
・整備工事については、8月 末に完了し、供用開始することができたことから、日標を達成す

ることができた。

【事業の成果】
・海浜公園の噴水を整備したことにより、新たな魅力をもつた広場を創出することができた。

・都市公園施設長寿命化計画に基づき、早期に措置が必要な遊具の更新工事を実施したことに

より、遊具の安全性の向上を図ることができた。

【今後の課題、反省点、日標が達成できなかつた要因など】

・遊具など公園施設の老朽化に伴い、改修が必要な時期を迎えていることから、安全・安心に利

用いただけるよう計画的に施設の更新を行つていく。

・高田公園の内堀護岸築造工事については、連続した降雨により内堀の水位が上昇し、強制排水

を行つて施工が可能な水位にする必要が生じたことから、その対策に2週間程度を要し、完了

が 12月 となつた。

【執行残額について】

○入札差金

委託料

工事請負費

Oそ の他
、・実績が当初見込みを下回つたもの

委託料

工事請負費

２

９

３

５

５

０

５

１

１

９

３

３

９

４

８

１

６

９

９

３

５
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決算書

(P306-P307)
8款 5項 3日 公園費 所管課等 都市整備課

事 業 名 者田市公園整備事業

〔都市公園整備事業〕

海浜公園広場整備工事

〔五智公園整備事業〕

駐車場整備工事

〔高田公園整備事業〕

内堀護岸築造工事
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決算書

(P306～ P307)
8款 5項 3目 公園費 所管課等 都市整備課

¬

事 業 名 公園管理費

(単位 :千円)

【目的】
・都市公園等の維持管理を適切に行いく利用者の安全を確保し、良好な環境を提供する。
・地域との協働により身近な公園の管理を行い、良好な環境を維持する。
・憩いの場である高田公園内の桜と松を健全な状態で維持する。

平 成 30年 度 の 取 組

【事業の概要 (年度目標、実施内容、これまでの経過、日標達成状況など)】

■都市公園等の維持管理事業 193,823
0実施内容、これまでの経過等

・者ヽ市公園等において、除草、 トイレ清掃、ごみの収集、樹木管理

トイ レなどの修繕を実施 した。

(剪定、施肥等)、 遊具や

地区名 管理公園数 面積 (ha)

合併前上越市 142 235.7

柿崎区 3 13.9

大潟区 28 11.8

頸城区 5 3.2

合計 178 264,6

・パークパー トナーシップ事業 (都市公園等の維持管理事業 198,823の うち 15,263)

上記都市公園等のうち 136か所において、市と町内会等の協働による維持管理を行った。町

内会等から除草、 トイレ清掃、ごみの収集を実施 していただいた。

地区名 箇所数 面積 (ha)

合併前上越市 103 33.6

柿崎区 1 0.4

大潟区 28 5。 1

頸城区 4 1.6

合計 136 40.7

※者[市公園等のうちパークパー トナーシップ事業の実施箇所割合 186/178(76.4%)

予算現額 執 行 額
執 行 額 の 財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 市  債 そ の 他 般財源

211,568 207,512 8,126
12,580

(使用科、財産収入、等辮金、諸収入}

186,80o

翌年度繰越額 執行残額
執 行 残 額 の 内 訳

事業費節減 事業未実施 入札差金 そ の 他

4,056 852 3,204
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決算書

(P306～ P307)
8款 5項 3日  公園費 所管課等 都市整備課

事 業 名 公園管理費

・都市公園施設長寿命化計画に基づき、遊具 21基の計画補修を実施 し、予防保全型管理に努

めた。
・遊具の安全点検を年 3回 (4月 、7月 、9月 )実施 し、危険、不具合を早期に発見し、事故の

未然防止に努めた。
・交通公園内のゴーカー トを事故なく運行 した。

(運行 日は、4月 から 11月 の土曜 日、 日曜 日、祝 日等。ただし、7月 25日 ～8月 31日 の間

は月曜 日を除く毎 日)

。市内 12か所のこどもプールを開設 した。

(7月 25日 ～8月 25日 の間の午前 10時～正午と午後 1時～4時 )

■高田公園樹木保守管理事業 13,689
0実施内容、これまでの経過等

・高田公園桜長寿命化第一期計画の結果を検証 した上で、第二期計画を策定した。

・高田公園の桜管理を主とする桜守 (非常勤一般職)を採用するとともに、専門家 (樹木医)

の指導・助言を定期的に受けることなどにより、高田公園の桜の管理体制を強化した。

・樹勢回復のため、観桜会終了後、1,881本の桜に施肥を実施 した。

・松 くい虫防除対策として、60本の松 (公園全体の約 1/6)イこ薬剤の樹幹注入を実施 した。

【事業の成果】
。各事業を通じて適切に公園管理を行つたことにより、安心して公園を利用できる環境を整え、

市民の憩いと交流の場として提供することができた。
・桜守によるきめ細やかな管理により樹勢回復した桜は、旺盛に花を咲かせるようになつた。

【今後の課題、反省点、日標が達成できなかつた要因など】

・施設の老朽化により、維持管理費が増加傾向にある一方、安全対策の徹底が求められているこ

とから、上越市者焉市公園施設長寿命化計画に基づき計画的な維持管理を行い、経費の節減を図

りつつ、利用者の安全を確保 していく。

・高田公園の桜については、高田公園桜長寿命化第二期計画 (令和元年度～令和 5年度)に基づ

き、引き続き計画的な世代更新 と生育の健全化を図つていく。
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決算書  ―

(P306-P307)
8款 5項 3日 公園費 所管課等 者呂市整備課

事 業 名 公園管理費

【執行残額について】

○入札差金

需用費

委託料

原材料費

備品購入費

Oその他
・実績が見込みを下回つたもの

報酬

共済費

報償費

旅費

需用費 .

役務費

委託料

使用料及び賃借料

負担金補助及び交付金

852

55

776

20

1

3,204

3,204

684

460

112

2

562

127

1,194

_ 11

52
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決算書

(P306-P307)
8款 5項 4目 市街地整備費 所管課等 者出市整備課

事 業 名 市街地整備事業

(単位 :千円)

【目的】
。人口減少の中にあつても持続可能な都市を目指し、定住人口の増加に向けた取組により、まち

なか居住を推進する。
。まちの活性化や定住を促進するため、民間事業者への支援により駅周辺の高度利用化を図る。

平 成 30年 度 の 取 組

【事業の概要 (年度目標、実施内容、これまでの経過、日標達成状況など)】

■まちなか居住推進事業
~  7,405

0平成 30年度目標

◇高田地区
。年度内に体制を構築し、地元と一体となつたまちづくりの検討に着手する。
・空き家情報バンクの登録推進等に活用するため、年度内に空き家所有者へ活用意向の確認

を行う。

◇直江津地区
。年度内に直江津市街地における空き家空き地等土地利用状況の調査を完了する。

○実施内容、これまでの経過等

◇高田地区
。まちなか居住の推進に向けた庁内検討体制の構築及びア ドバイザーを交えた庁内における

検討
・空き家データ抽出業務委託及び意向把握

◇直江津地区
・土地利用促進基礎調査業務委託

○目標達成状況

◇高田地区
・庁内の検討体制を構築 し、まちなか居住の推進に向けた検討を進めたが、地元とは今後の

進め方の協議にとどまり、検討に着手できなかったため、目標を達成することができなか

った。
・空き家データ抽出業務委託により把握 した空き家所有者等に、年度内に活用意向の確認を

行 うとともに利活用を促すことができたため、日標を達成できた。

予算現額 執 行 額
執 行 額 の 財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 市  債 そ の 他 般財源

8,034 7,495 2,556 4,989

翌年度繰越額 執行残額
執 行 残 額 の 内 訳

事業費節減 事業未実施 入札差金 そ の 他

539 22 351 166
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決算書

(P306-P307)
8款 5項 4目 市街地整備費 所管課等 都市整備課

事 業 名 市街地整備事業

◇直江津地区
・年度内に空き家空き地等土地利用状況の調査を完了したため、日標を達成できた。

■まちなか高度利用整備事業  90
0平成 30年度目標

・9月 末までに民間事業者に対 し事業制度の周知を行 う。

○実施内容、これまでの経過等

・事業制度周知のためのリーフレット作成

○目標達成状況
。事業制度周知のためのリーフレットの作成が 3月 となつたため、日標を達成することができ

なかつた。

【事業の成果】
。まちなか居住の推進に向け、庁内検討や基礎調査を進めることができた。
。まちの活性化や定住促進に向け、民間事業者に姑 して「まちなか高度利用整備事業」の制度周

知を年度内に開始することができた。

・空き家情報バンクの登録推進に向け、空き家の所有者等及び今後の意向を把握することができ

た。

【今後の課題、反省点、日標が達成できなかつた要因など】
。まちなか居住の庁内検討において、意見集約や取 りまとめに日数を要し地元との検討に着手で

きなかつたことから、進捗管理を適切に行いながら取組を進めていく必要がある。

・地元と一体となつたまちづくりの検討に当たつては、信頼関係を築きながら慎重に進めていく

必要がある。                     |
・空き家情報バンクヘの登録に当たつては、所有者等が相談や登録を行いやすい体制を構築する

必要がある。
。まちなか高度利用整備事業の対象区域決定に日数を要 し制度周知が遅れたが、引き続きまちの

活性化や定住促進に向けて制度周知に努めていく。

【執行残額について】

○事業未実施

報償費

旅費

○入札差金

委託料

○その他
。実績が見込みを下回つたもの

報償費

旅費

役務費

委託料

22

20

2

351

851

166

166

30

13

34

89
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決算書

(P308～ P309)
8款 6項 2ロ リF水路対策費 所管課等 生活排水対策課

事 業 名 排水路維持管理費

(単位 :千円)

【目的】
・雨水を滞りなくり,除するため、排水路の適切な維持管理を行う。

平 成 30年 度 の 取 組

【事業の概要 (年度目標、実施内容、これまでの経過、日標達成状況など)】

○平成 30年度目標
・管理する排水路の現況を把握するとともに、雨水排除に支障がないよう排水路の適切な維持を

図る。

○実施内容、これまでの経過等
・雨水排除に支障がある都市下水路及び雨水幹線以外の排水路について、修繕や清掃等を実施 し

た。

[主な実施内容 ]

項   目
平成 30年度

内  容
件 数 金 額

修繕料 19 6,009 排水路の修繕

排水路清掃業務委託 16 8,039 排水路の土砂撤去、草刈 り、排水管調査、
立木伐採

排水路工事 7 4,506 転落防止柵設置、排水樋門ゲー ト撤去等

○ 目標達成状況
・排水路の修繕や清掃等を実施 したことにより、適切な維持管理を行 うことができた。

【事業の成果】
・排水路の修繕や清掃等の実施により排水機能を確保することができた。

【今後の課題、反省点、日標が達成できなかった要因など】
・地域の高齢化等に伴い、地元町内会等での維持管理が困難な排水路が年々増加 している状況か

ら、生活環境の保全及び内水被害の軽減を図るため、地域とともに適切な維持管理について、

検討 していく必要がある。

予算現額 執 行 額
執 行 額 の 財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 市  債 そ の 他 一般財源

18,917 18,554 18,554

翌年度繰越額 執行残額
執 行 残 額 の 内 訳

事業費節減 事業未実施 入札差金 そ の 他

363 363
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決算書

(P30S― P309)
8款 6項 2日 」

'水

路対策費 所管課等 生活排水対策課

事 業 名 」F水路維持管理費

【執行残額について】
Oその他
。実績が見込みを下回つたもの

需用費
委託料
工事請負費       .

363

363

84

41

238
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決算書

(P308-P309)
8款 7項 1目  住宅管理費 所管課等 建築住宅課

事 業 名 公営住宅管理運営費

(単位 :千円)

【目的】
・公営住宅が常に良好な状態となるよう適切な維持管理に努め、安全 。安心して暮らせる居住環

境を確保する。

平 成 30年 度 の 取 組

【事業の概要 (年度目標、実施内容、これまでの経過、日標達成状況など)】

○平成 30年度目標
・入居者の安全 。安心な生活の確保に向け、修繕等については迅速な対応に努める。

・入居者の公平性の確保に向け、住宅使用料等の未納額の縮減に努める。

○実施内容、これまでの経過等

予算現額 執 行 額
執 行 額 の 財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 市  債 そ の 他 一般財源

123,088 118,312 82,384
85,928

硼 靱 棚 )

翌年度繰越額 執行残額
執 行 残 額 の 内 訳

事業費節減 事業未実施 入札差金 そ の 他

4,776 898 3,878

実 施 内 容 実 施 場 所 等 決 算 額

公営住宅

修繕・入替

給湯器・風呂釜取替修繕 県営安江住宅ほか 21か所 4,724

畳入替え 市営山印内住宅ほか 9棟 6,051

住宅用火災警報器入替え 市営南新町住宅E棟ほか 54棟 1,810

蓄圧式ABC粉 末消火器 10型取

替え
市営津止住宅ほか 35棟 1,491

駐車場区画線等改修修繕 県営今泉住宅ほか 3住宅 1,494

避難器具入替修繕 県営城南住宅 B棟ほか 2棟 4,997

公営住宅

管理委託

LSAシ ステム※点検業務委託
市営子安住宅 1・ 2棟及び県営安江住

宅D・ E棟
339

エレベータ監視点検業務委託 県営城南住宅A棟ほか 9棟 5,842

消防設備点検業務委託 市営南新町住宅 1号棟ほか 67棟 11,326

自動 ドア保守点検業務委託 市営港町特定公共賃貸住宅ほか 2棟 184

貯水槽清掃・点検業務委託 市営南新町住宅 1号棟ほか 32棟 3,552

遊具点検業務委託 県営今泉住宅ほか 6か所 154

市営住宅定期点検業務委託 市営南新町住宅ほか 18棟 1,523
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決算書

(P308～ P309)
8款 ヤ項 1目 住宅管理費 所管課等 建築住宅課

事 業 名 公営住宅管理運営費

※LSAシ ステム…単身高齢者等を対象に、生活援助員 (ラ イフサポー トア ドバイザー :略称 LS
A)による自立支援をサポー トし、緊急時の対応を図るための通報機器を対象

とする一連のシステム

○目標達成状況
。設備の保守点検を始め、計画 していた施設の修繕や老朽化 した設備の入替を行 うとともに、随

時発生 した故障や不具合に迅速に対応 したことから目標は達成 した。
・収納課 と連携 して滞納者への督促を行 うとともに、3か月連続で滞納した入居者について、そ

の保証人に対 し、滞納者への納入督励を依頼するなど、初期段階での滞納対策に努めた。

【事業の成果】
・適切な維持管理に努めたことにより、住環境の維持向上と入居者が安全で安心して暮らすこと

ができる公営住宅を提供することができた。

【今後の課題、反省点、日標が達成できなかった要因など】
。施設の老朽化を踏まえて引き続き、効果的かつ計画的な維持補修を行うことにより、住環境の

維持向上を図るとともに、入居者が安全で安心して暮らすことができる住宅を提供する必要が

ある。

【執行残額について】

○入札差金           898
委託料           696
工事請負費         202

0その他           3,878
・実績が見込みを下回つたもの 3,878

報酬            431
共済費            37
旅費            11
需用費          2,708
役務費           130
委託料           513
使用料及び賃借料       31
原材料費           8
負担金補助及び交付金     9
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決算書

(P310-P311)
8款 7項 1目  住宅管理費 所管課等 建築住宅課

事 業 名 空き家等管理促進事業

(単位 :千円)

【目的】
・特定空き家等の発生を未然に防止するとともに、空き家等の適切な管理及び活用促進がなされ

るよう、上越市空き家等の適正管理及び活用促進に関する条例や上舷市空き家等姑策計画に基

づいた施策等を実施する。

平 成 30年 度 の 取 組

【事業の概要 (年度目標、実施内容、これまでの経過、日標達成状況など)】

○平成 30年度 目標
。「空き家等対策計画」に基づく除却・利活用等の支援制度の周知を図るほか、特定空き家等の所

有者等への是正措置を通 じ、特定空き家等の解消に努める。

・空き家情報バンクの周知を図り、空き家等の利活用の促進に努める。

○実施内容、これまでの経過等

・上越市空き家等対策協議会の開催 3回
。特定空き家等の認定 36件 (平成 30年度末現在の特定空き家等数 143件 )

・補助事業による支援実績

・空き家情報バンク

予算現額 執 行 額
執 行 額 の 財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 市  債 そ の 他 一般財源

14,872 7,536 500 7,036

翌年度繰越額 執行残額
執 行 残 額 の 内 訳

事業費節減 事業未実施 入札差金 そ の 他

7 386 7 386

区 分 予定件数 (件 ) 実施件数 (件 ) 補助額

特定空き家等除却費補助金 10 4 1,996

空き家等除却費補助金 1 1 500

空き家等定住促進利活用補助金 5 2 1,200

空き家活用のための家財道具等処分費補助金 2 0 0

定住促進生家等利活用補助金 3 2 1,100

ホームページ掲載 11件 (平成 28年度以降累計 30件 )

成  約 8件 (平成 28年度以降累計 17件 )

無 料 相 談会 開催 8回、13件 (平成 28年度以降累計 25回、48件 )

空き家情報バンク現地調査費負担金 0件

・空き家化予防研修会の開催 1回
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決算書

(P310-P311)
8款 7項 1目 住宅管理費 所管課等 建築住宅課

事 業 名 空き家等管理促進事業

○目標達成状況
。「空き家等対策計画」に基づき、空き家の所有者等に対する適正管理の依頼にあわせ、除却や利

活用に関する支援制度を周知 し、適正な管理や活用促進を図つたほか、特定空き家の所有者等

に対 し、助言・指導を行い、特定空き家の解消に努めた。

・空き家の所有者等へのチラシ送付のほか、広報上舷やホームページなどにより空き家情報バン

クを周知するとともに、高田のまちなかにある空き家の所有者等ヘダイレク トメールを送付 し、

利活用促進に努めた。

【事業の成果】
・空き家の増加や危I父な空き家への移行を未然に防止する取組 (予防)を開始したことにより、

今後も増加が見込まれる空き家の所有者等に対して、適正管理、利活用、予防の総合的な仕組

みができた。

【今後の課題、反省点、日標が達成できなかつた要因など】

・空き家に関する市民の意識の高揚を図る必要がある。
・町内会 と危険な空き家の情報を定期的に共有する仕組みが構築できたことから、継続的な地域

の見守 りを促すなど、更に連携を深めていく。
・危険な空き家の把握に努め、所有者等に適切な維持管理を促 していく。

・利活用が可能な空き家が危険な空き家へ移行 しないよう、利活用に関する支援制度の周知と合

わせ、空き家情報バンクヘの登録を促すことにより、利活用を進めてぃく。
。所有者等不明の空き家が増加 してお り、連絡先が直ちに特定できないことから、適正管理、利

活用の依頼を行 うまで時間を要 している。

【執行残額について】

○その他
。実績が当初見込みを下回つたもの

報酬

共済費

旅費

需用費

役務費

委託料

原材料費 ,

負担金補助及び交付金

7,336

7,336

60

7

47

25

126

90

227

6,754
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決算書

(P310-P311)
8款 7項 1目 住宅管理費 所管課等 建築住宅課

事 業 名 町家シェアハウス管理運営費

(単位 :千円)

【目的】
・居住する学生と地域で暮らす人々との交流を通じた地域の活性化を推進するため、シェアハウ

ス大町の適切な維持管理を行うとともに、町家の市場流通の促進を図る。

平 成 30年 度 の 取 組

【事業の概要 (年度目標、実施内容、これまでの経過、日標達成状況など)】

○平成 30年度目標
・シェアハウス大町の適切な維持管理に努め、地域 との触れ合いや街なかの活性化に向け、地域

と居住する学生等の交流をサポー トする。

・町家活用基礎調査を実施 し、年度内に公表を行 う。

○実施内容、これまでの経過等

・地域行事参加実績

月  日 行 事 参加 した入居者

10月 21日 (日 ) 合同自主防災避難訓練 (町内会 ) 3人

1月 13日 (日 ) 新年会 (町内会) 2人

・入居者による地域交流イベン ト実施実績

予算現額 執 行 額
執 行 額 の 財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 市  債 そ の 他 一般財源

2,281 2 253 500
1,194

鰯 翻
559

翌年度繰越額 執行残額
執 行 残 額 の 内 訳

事業費節減 事業未実施 入札差金 そ の 他

28 28

月  日 イベン ト 内 容 参加者

7月 22日 (日 ) 休憩所の開設 ・朝市に合わせ休憩所を開設 し、抹茶を振る舞

った。
・地元町内会のほか、朝市に訪れた市民とも交

流 した。

54人

10月 26日 (金 ) 干 し柿づ くり ・地域の方から柿の無償提供を受け、大町小学

校児童等を交えて干 し柿を作った。
・地元町内会のほか、大町小学校の児童とも交

流した。

43人
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決算書

(P310～ P311)
8款 7項 1目  住宅管理費 所管課等 建築住宅課

事 業 名 町家シェアハウス管理運営費

。入居開始か らこれまでの入退去の動き

年 月 入退去に関わる動き 入居者数

平成 29年 9月 1人が入居 1人

平成 30年 4月 4人が入居 5人

平成 30年 9月 1人が退去 4人

平成 31年 3月 1人が退去 3人

平成 31年 4月 2人が入居 5人

○目標達成状況
・施設の点検を毎月行 うなど適切な維持管理に努めたほか、地域住民と居住する学生の橋渡 しを

行 うなど交流事業をサポー トし、地域の活性化に一定程度寄与した。

・町家活用基礎調査を一般市民向けに解説するための情報整理に時間を要 したため、年度内の公

表に至らなかつた。

【事業の成果】
・施設の維持管理を適切に行い、安全・安心な居住環境が提供できた。
・町家活用基礎調査により、町家の活用を促進する上で必要な情報を把握することができた。

【今後の課題、反省点、日標が達成できなかつた要因など】
。今後も無理なく地域住民との交流が図られるよう、入居者のサポー トに努めていく。
・町家活用基礎調査の情報を活用し、町家の市場流通を促していく。

【執行残額について】

○その他
。実績が当初見込みを下回つたもの

需用費

委託料
´使用料及び賃借料

28

28
９

　
１

　
８
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決算書

(P310-P311)
8款 7項 2日  住宅整備費 所管課等 建築住宅課

事 業 名 公営住宅整備事業

(単位 :千円)

【目的】
・公営住宅等の長寿命化計画に基づき、施設 。設備の改修改善を行い、入居者の居住環境の維持

向上を図る。

平 成 30年 度 の 取 組

【事業の概要 (年度目標、実施内容、これまでの経過、日標達成状況など)】

○平成 30年度目標
。工事の年内完了に向け、早期発注に努める。

○実施内容、これまでの経過等

予算現額 執 行 額
執 行 額 の 財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 市  債 そ の 他 一般財源

138,834 121,726 54,974 65,800 952

翌年度繰越額 執行残額
執 行 残 額 の 内 訳

事業費節減 事業未実施 入札差金 そ の 他

17,067 41 41 0

工事内容 決算額 繰越額

市営南新町住宅E棟外壁等改修工事 71,967

市営メゾン山崎外壁等改修工事 21,729

市営中通住宅 1号棟屋上防水改修工事 8,586

市営子安住宅 1号棟屋上防水改修工事 7,668

市営南本町住宅 6号棟給水管改修工事 3,000

17,067
市営中通住宅 1号棟給水管改修工事 2,700

市営メゾン山崎給水管改修工事 2,700

市営安江住宅 1号棟給水管改修工事 2,700

合 計 121,050 17,067
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決算書

(P310-P311)
8款 7項 2目 住宅整備費 所管課等 建築住宅課

事 業 名 公営住宅整備事業

○目標達成状況
お外壁等改修工事、屋上防水改修工事については、早期発注に努め、年内に工事を完了すること

ができたが、給水管改修工事は、室内工事に立会いを要する入居者 との日程調整に日数を要し

たことから、翌年度に繰 り越 したため、日標を達成することができなかった。

【事業の成果】
。既存住宅の長寿命化工事を実施したことにより、住環境の維持向上と入居者が安全で安心して

暮らすことができる住宅を提供することができた。

【今後の課題、反省点、日標が達成できなかった要因など】
・引き続き、長寿命化計画に基づいた施設・設備の改修を行い、住環境の維持向上を図るととも

に、入居者が安全で安心して暮 らすことができる住宅を提供する必要がある。

【執行残額について】
○入札差金

。委託料

41

41
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決算書

(P310-P313)
8款 7項 2日 住宅整備費 所管課等 建築住宅課

事 業 名 住宅 リフォーム促進事業

(単位 :千円)

【目的】
・住宅リフォームエ事を支援することで、地域経済の活性化と住環境の改善を図る。

平 成 30年 度 の 取 組

【事業の概要 (年度目標、実施内容、これまでの経過、日標達成状況など)】

○平成 30年度目標
・広報上越や市ホームページのほか、リフォームフェア等各種イベントの機会を捉え事業の周知

を行うとともに、補助金の交付事務を適切に行い年度内に交付を完了する。

○実施内容、これまでの経過等

受付期間 平成 30年 4月 11日 (水)～7月 10日 (火 )

補助金額 74,968千円

補助件数 785イ牛

補 助 率 対象工事費の 20%(消費税込み 200千円以上の工事が対象 )

補 助 額 100千円限度 (1件当たりの平均補助額 1 95,500円 )

補助対象総工事費 10億 1,292万 9千円

事業効果 13.5倍 (補助対象総工事費/補助金額)

○目標達成状況
。広報上越や市ホームページのほか、住宅リフォームフェア等においても事業の周知を行ったほ

か、補助金の交付事務を適切に行い、年度内に交付を完了した。

【事業の成果】
・個人住宅のリフォームエ事に対する補助金交付により、13.5倍の事業効果となり、住環境の改

善に併せ、住宅関連業者を中心に地域経済の活性化に寄与することができた。

予算現額 執 行 額
執 行 額 の 財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 市  債 そ の 他 一般財源

76,782 76,721 76,721

翌年度繰越額 執行残額
執 行 残 額 の 内 訳

事業費節減 事業未実施 入札差金 そ の 他

61 61

77



決算書

(P310-P313)
8款 7項 2目 住宅整備費 所管課等 建築住宅課

事 業 名 住宅 リフォーム促進事業

【今後の課題、反省点、日標が達成できなかつた要因など】
。事務手続の簡素化等、引き続き市民に使いやすい事業になるよう検討していく。
・事務事業評価において、消費税率 10%への引上げ後の一定期間をもつて廃止することとしてお

り、市内の景況感等の把握に努めるとともに、関係団体や市民に対して丁寧に周知する必要が

ある。                                    ヽ

【執行残額について】

○その他 ,

・実績が当初見込みを下回つたもの

共済費

需用費

役務費

負担金補助及び交付金

61

61

2

1

26

32
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(単位 :千円)

決算書

(P370-P371)
11款 2項 1日 道路橋梁災害復旧費 所管課等 道路課

事 業 名 道路橋梁災害復旧費

予算現額 執 行 額
執 行 額 の 財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 市  債 そ の 他 一般財源

108,483 102,879 46 234 23,000
38,645

(イ兵↓め

翌年度繰越額 執行残額
執 行 残 額 の 内 訳

事業費節減 事業未実施 入札差金 そ の 他

5,604 5,604

【目的】
・被災した市道の復旧工事を早期に行い、生活道路の一日も早い復旧を図る。

平 成 30年 度 の 取 組

【事業の概要 (年度目標、実施内容、これまでの経過、日標達成状況など)】

○実施内容、これまでの経過等
*平成 28年 7月 26日 ～27日 発生 豪雨災害 (単独災害復旧事業)

*平成 29年発生 地すべ り災害 (単独災 旧事業 )

*平成 29年 10月 22日 ～24日 発生 茨雨災害 (公共土木施設災害復旧事業分)

地 区 路線名 施工地 主 な 執 行 額 内   容

合併前

上越市
春日山城上正善寺線 中屋敷 工事請負費 4,706 路面洗堀   L=333m

地 区 路線名 施工地 主 な 執 行 額 内   容

三和区 赤坂線 宮崎新田 工事請負費 14,051 路肩崩落   L=10m

地 区 路線名 施工地 主 な 執 行 額 内   容

合併前

上越市
城山浄水場線 灰 塚 工事請負費 12,850 路肩崩落   L=44m

安塚区

上船中線 上船倉 工事請負費 5,626 路肩崩落   L=15m

切越戸沢線 切越 工事請負費 6,377 土砂崩落   L=31m

切越川平線 切越 工事請負費 3,346 路肩崩落   L=21m

南西 1号線 菅沼 工事請負費 3,321 路肩崩落   L=12m
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決算書

(P370-P371)
11款 2項 1目 道路橋梁災害復旧費 所管課等 道路課

事 業 名 道路橋梁災害復旧費

地 区 路線名 施工地 主 な 執 行 額 内   容

板倉区 猿供養寺温井線 猿供養寺 工事請負費 5,497 路肩崩落   L=15m

清里区 赤池上牧線 赤池 工事請負費
2,751

22,484

路肩崩落

路肩崩落

L=1lln

L=651n

牧 区 牧飯曲線 上牧 工事請負費 7,064 路肩崩落   L=1lm

*平成 29年 10月 22日 ～24日 発生 豪雨災害 (単独災害復旧事業)

【事業の成果】
・被災 した市道の復旧工事を実施 したことにより、交通障害が解消され、生活道路の機能回復

を図ることができた。

〔市道牧飯山線 (牧区上牧地内)〕

着手前 竣  工

【執行残額について】

○その他
・実績が見込みを下回つたもの

工事請負費

5,604

5,604

5,604

地 区 路線名 施工地 主 な 執 行 額 内   容

名立区 花立線 西蒲生田 工事請負費 1,953 路肩崩落   L=20m
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決算書 (P489～ P519) 所管課等 生活排水対策課

上越市下水道事業特別会計決算状況

(単位 :千円 。%)

O受益者分担金 口負担金収納状況

千円・

(単位 :千 円・%)

(単位 :千円・%)
O下水道使用料収納状況

(現年度分 )

前年 度 対 比
平成29年度 平成80年度

増減額 ナ 減 率

11,291,318 12,171,290 879,972 7.8
12,168,799 878,838 7.811,284,966

額 6,352 7,491歳入歳出差 :

7,4916,385
17 0

布奪厄尾

'ヒ

狽 日 決算額
1,9分担金及 び負 挫金 241,249

使用料及 び手数料 2,609,094 21.4
10.2国庫支出金 1,240,160
0.0財産収入 113

2,870,825 23.6繰入金
0,1繰越金 6,352

諸収入 7,897 0.1

市債 5,195,600 42.7
100.0合 計 12,171,290

唄 日 沢 鼻 額 有等厄尾〉ヒ

下水道 管理費 1,066,508 8.8

下水道事業費 4,238,281 34.8
公イ貢費 6,859,010 56.4

合 計 12,163,799 100.0

歳 入

使用料及び手数料
出金

その他 (負担金等 )

歳 出

下水道管理費

(建設費)

半 成 29年度 半 成 30年度 ナ冒叔

5,625。 9 5,625.9 0.0面積  (ha) A
人 口 (人 ) B 149,963 148,677 △  1,286全体計画区域

C 4,369.2 4,543.3 174.1事業計画 区域 面積 (ha)

整備 済面な買(ha) D 3,653.0 3,710,8 57.8

E 3,653.0 3,710.8 57.8供用済面不責(ha)
117,008 654

整備区域
供用人日(人 ) F 116,354

G 194,132 192,068 △  2,064行政人 口 (人 )

H 59.9 60,9 1.0F日

面積 ベ ー ス D/A I 64.9 66.0

T 77.6 78,7 1.1
進捗率 (%)

人 ロベース F/B
110,361 111,313 952日 K

95.1 0.3L 94.8

収 人 額 4又 網 率年 度 調 定額
275,140 265,500 96.5平成 26年度

184,071 96.0平成 27年度 191,883
166,853 9616平成28年度 172,788

96.4平成29年度 177,256 170,916
97.5平成30年度 240,027 234,118

年 度 調 だ 額 収 人 額 4又細 準

平成26年度 2,224,698 2,2131653 99.5
平成27年度 2,369,442 2,357,027 99.5
平成 28年度 2,562,978 2,550,797 99.5
平成 29年度 2,589,538 2,577,553 99.5
平成30年度 21611,286 2.597.205 99,5

分 ) (単位 :千円 。%)
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|1碁轟 合併前
上越市

柿崎区 大潟 区 頸城区 浦川原区 中郷区 板倉区 名立区項 目

241,249 162,164 18,193 49,985 8,790 716 84 96分担金及び負担金

2,101,098 103,030 79,347 74,361 47,040 65,513 96,478 42,227使用料及び手数料 2,609,094

国庫支出金 1,240,160 988,089 40,393 146,475 0 0 0 0 70,203

113 108 0 0 5 0 0 0 0財産収入

繰入金 2,870,825 2,105,248 169,631 108,491 29,704 113,886 140,060 164,296 39,509

6,352 392 0 264 0 0 0 5,633 63繰越金

1,451 475諸収入 7,897 5,317 474 4 51 125 0

市債 5,195,600 3,976,800 270,300 570,700 68,200 64,900 97,500 56,200 91,000

合 計 12,171,290 9,334,216 602,998 955,686 181,535 226,546 303,208 324,003 243,098

(単位 :千円)

(単位 :千円)

柿崎区 大潟区 頸城区項 目
合併前
上越市

浦川原区 中郷区 板倉区 名立区

1,066,508 692,039 76,089 56,286 9,057 54,542 62,522 80,158 35,815下水道管理費

227,114 644,672 13,748下水道事業費 4,238,281 3,190,261 21,038 735
|

1 3 1

304,023 250,429 154,528公債費 6,859,010 5,448,841 159,697 239,901 |

|

74,982659

9,331,141 607,226 951,387 177,333 235,277 242,609合 計 12,163,799 303,158 3 1 668

合併前
上越市

柿崎区 大潟区 頸城区 浦川原区 中郷区 板倉区 名立区

A 5,625。 9 4,097.5 369,1 345.0 234.0 111.1 152.0 260.2 57.0面積 (ha)

B 148,677 114,573 7,102 8,589 5,365 2,588 3,039 5,911 1,510

全体計画
区域

人 口 (人 )

4,543.3 3,286.5 257.5 223.0 196.0 111,1 152.0 260.2 57.0

2,507.3 241,9 189,1 196.0 109。 1 152.0 258.4 57.03,710.8

2,507.3 241,9 189,13,710,8

6,064 6,01486,998

9,480 9,402

117,008

192,068
※

129,642

64,0 64.060。 9 67.1

65,5 54.866.0 61.2

75.9

99 5 81.01

85.4

4,911

70.0

62.4

3,75586,556

口普及率 (%)
F/C

C

D

E区域

面積ベース
II

F

D/A

面積 (ha)

人 口 (人 )

続人口(人 )

IG

IH

J

事業計画
区域

進捗率
(%)

続率 (%)
K/F

人 ロベース

F/B

整備済
面積 (ha)

供用人 口

(人 )

供用済
面積 (ha)

iK

I L

78.7

111,313

95.1

100,01  100.Oi  100.0

152.0 258 4 57

2,549

88 8

2,9591  5,570.   1,50

97.4    94 2    99,7

100.0

99,3

3,039

3,666

82,91

196.0

51 7

4,884

9,450

2,2981

109,1

2,588

3,303

78.4

98.2

59,2

100.083.8

76.9

91,0

3,758

6,703

88.2

5,9111   1,510

100.01

※ 全市の住民基本台帳人 口
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決算書

(P504-P505)
1款 1項 1日  下水道総務費 所管課等 生活排水対策課

事 業 名 排水設備設置促進事業

(単位 :千円)

【目的】
・供用区域における排水設備の設置を促進することにより、生活環境の改善、公衆衛生の向上及

び公共用水域の水質保全を図る。

平 成 30年 度 の 取 組

【事業の概要 (年度目標、実施内容、これまでの経過、日標達成状況など)】

○平成 30年度 目標
・生活排水処理推進員が新規供用区域の世帯を訪問し、早期接続を促すとともに、供用済区域の

未接続世帯を訪問し、接続相談や助成制度など支援制度を周知することにより、接続率の向上

を図る。

O実施内容、これまでの経過等

予算現額 執 行 額
執 行 額 の 財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 市  債 そ の 他 一般財源

13,692 9 868
9,868

(使用料、手数料、諸収入)

翌年度繰越額 執行残額
執 行 残 額 の 内 訳

事業費節減 事業未実施 入札差金 そ の 他

3 824 3 824

区  分 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度

生活排水処理

推進員 (2人 )

訪問件数 7,944 7,572 8,597

接続件数 199 138 187

排水設備設置費

助成金

生活保護世帯
件数 1 0 0

金額 (円 ) 600,000 0 0

住印党非課税世帯
件数 13 11 6

金額 (円 ) 1,069,000 1,064,000 487,000

共同管設置
件数 0 2 0

金額 (円 ) 0 934,000 0

合 計
件数 14 13 6

金額 (円 ) 1,669,000 1,998,000 487,000

排水設備設置

資金融資

預託件数 51 46 44

預託金額 (円 ) 7,110,366 6,030,119 5,107,852

うち新規
件数 6 5 7

金額 (円 ) 1,060,000 1,310,000 1,090,000

利子補給補助金
補助件数 24 28 30

補助金額 (円 ) 99,069 102,927 97,418

公共下水道接続率 (%) 94,4 94.8 95,1
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決算書

(P504-P505)
1款 1項 1目 下水道総務費 所管課等 生活排水対策課

事 業 名 排水設備設置促進事業

○目標達成状況
。生活りF水処理推進員による新規供用区域の早期接続を推進 したほか、未接続世帯への戸別訪問

などにより、接続率を平成 29年度比 0.3ポイン ト増の 95。 1%に向上することができた。

【事業の成果】
・接続率の向上により、生活環境の改善、公衆衛生の向上及び公共用水域の水質保全に寄与する

ことができた。

【今後の課題、反省点、日標が達成できなかつた要因など】
。供用開始後速やかに接続 していただくため、引き続き、整備予定地域において事業説明会を開

催 し、下水道事業の概要や工事の予定時期等の情報を提供するとともに新規供用開始地域にお

いて戸別訪問を行い、供用開始の周知 と早期接続を依頼 し、接続率の向上に努める。

・接続率の低い地区に対し重点的に戸別訪問を行 うなど長期未接続世帯の減少に努める。

【執行残額について】

○その他
。実績が見込みを下回つたもの

報酬

共済費

旅費

需用費

役務費

使用料及び賃借料

負担金補助及び交付金

貸付金

３

　

８

824

824

59

204

15

8

77

34

803

624

1

1
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決算書

(P506～ P507)

1款 1項 2目  下水道センター運転

管理費
所管課等 生活排水対策課

事 業 名 下水道センター運転管理費

(単位 :千円)

【目的】
。家庭及び事業所から排出される汚水を適正に処理することにより、公共用水域の水質の保全に

資する。併せて処理工程で生じる下水汚泥を再資源化することにより、環境の保全及び資源の

有効利用を図る。

平 成 30年 度 の 取 組

【事業の概要 (年度目標、実施内容、これまでの経過、日標達成状況など)】

○平成 30年度 目標
・下水道法に基づく施設の適正な運転管理により、水質汚濁防止法等の放流水の水質基準を遵守

するとともに、自主基準を達成する。
・汚泥発生量の抑制による処分費の節減を図るとともに、全量再資源化を図る。

○実施内容、これまでの経過等
・下水道センターほか 6か所の浄化センか―の適正な運転管理により放流水質の維持に努めると

ともに、効率的な運転により発生汚泥量の抑制に努めた。

○目標達成状況
・適正な運転管理に努めたが、放流水質の うち、上越市下水道センターにおいて大腸菌群数が、

大潟浄化センターにおいてノルマルヘキサン抽出物質量が、一時的に自主基準値を超過 して検

出されたが、その後の調査・対応により自主基準に適合 した。また、汚泥処分費の節減を図る

とともに全量を再資源化 し目標を達成 した。

【事業の成果】
・汚水を適正に処理 し公共用水域の水質を保全 した。併せて、汚泥の全量再資源化により資源の

有効利用を図ることができた。

予算現額 執 行 額
執 行 額 の 財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 市  債 そ の 他 一般財源

651,516 618,657
618,381

(醜 翻
276

翌年度繰越額 執行残額
執 行 残 額 の 内 訳

事業費節減 事業未実施 入札差金 そ の 他

32,859 5,232 27,627

85



決算書

(P506-P507)

1款 1項 2日  下水道センター運転

管理費
所管課等 生活排水対策課

事 業 名 下水道センター運転管理費

・流入水量 と発生汚泥量

13,000,000コド 8,000t

12,500,000Eド 7,500t

12,000,000rド 7,000t

11,500,000コド 6,500t

11,000,000刊 ド 6,000t

10,500,000コド 5,500t

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

流入水量 発生汚泥量

【今後の課題、反省点、日標が達成できなかつた要因など】

・放流水質の維持及び発生汚泥量の抑制等を図りながら、効率的な運転を行うことにより引き続

き経費を削減していく。
・下水道センター長寿命化計画により計画的に施設の長寿命化対策を実施し、効率的な運転と施

設の安定稼働を図る。

【執行残額について】

○入札差金

需用費

○その他
・実績が見込みを下回つたもの

旅費

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

備品購入費

負担金補助及び交付金
。事業実施に伴 う端数残

5,232

5,232

27,627

27,626

17

20,206

636

6,451

81

216

19

1

12,481,562コだ
12,536,392rだ

出

12,230,568だ
11,974,206rド 12,055,0061だ

/

6,724t

6,516t

6,476t

6,322t――――~~~……6,331t
/
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決算書

(P506～ P507)
1款 1項 3日 管渠維持管理費 所管課等 生活りF水対策課

事 業 名 管渠維持管理費

(単位 :千円)

【目的】
・汚水を適切に排除するため、汚水管渠の調査 。清掃等を実施する。

平 成 30年 度 の 取 組

【事業の概要 (年度目標、実施内容、これまでの経過、日標達成状況など)】

○平成 30年度目標
・管渠調査により、管渠破損による道路陥没や漏水を未然に防ぎ、管渠の適切な維持を図る。

○実施内容、これまでの経過等

・管渠の修繕や清掃等の実施により、施設の適切な維持管理を行つた。

[主な実施内容 ]

○目標達成状況
・管渠破損による道路陥没や漏水を未然に防ぎ、管渠の適切な維持管理を行 うことができた。

【事業の成果】
。管渠の修繕や清掃等の実施により、汚水を適切に排除することができた。

【今後の課題、反省点、日標が達成できなかつた要因など】

・公共下水道は、設置から 30年以上経過 した施設があることから、施設の更新を計画的に進め

ていく必要がある。

予算現額 執 行 額
執 行 額 の 財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 市  債 そ の 他 一般財源

178,549 162,911
151,489

(蝋 翻
11,422

翌年度繰越額 執行残額
執 行 残 額 の 内 訳

事業費節減 事業未実施 入札差金 そ の 他

15,638 234 7,245 8,159

項   目
平成 30年度

内  容
件 数 金  額

修繕料 102 46,886 舗装、マンホール蓋、マンホールポンプの

修繕

施設管理委託 9 27,008 マンホールポンプ維持管理業務委託

下水道台帳作成委託 12 16,076 下水道施設 (汚水)デジタルデータ作成

管渠清掃・調査委託 14 40,865 汚水管渠の清掃 。調査

下水道管渠修繕工事 4 4,578 汚水管渠の移設・修繕工事
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決算書

(P506-P507)
1款 1項 3日 管渠維持管理費 所管課等 生活JF水対策課

事 業 名 管渠維持管理費

【執行残額について】

○事業未実施

原材料費

○入札差金

委託料      ・

Oその他
。実績が見込みを下回つたもの

旅費

需用費

役務費

使用料及び賃借料

工事請負費

原材料費

234

234

7,245

7,245

8,159

8,159

3

5,997

72

23

2,051

13
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(単位 :千円)

決算書

(P506～ P509)
1款 1項 3日 管渠維持管理費 所管課等 生活排水対策課

事 業 名 雨水管理費

予算現額 執 行 額
執 行 額 の 財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 市  債 そ の 他 一般財源

38,545 35,865 35,865

翌年度繰越額 執行残額
執 行 残 額 の 内 訳

事業費節減 事業未実施 入札差金 そ の 他

2,680 997 1,683

【目的】
。雨水を適切に排除するため、雨水幹線の調査・清掃等を実施する。

平 成 30年 度 の 取 組

【事業の概要 (年度目標、実施内容、これまでの経過、目標達成状況など)】

○平成 30年度目標
・日常的にパ トロールを実施し、雨水幹線の適切な維持を図る。

○実施内容、これまでの経過等
・雨水幹線の修繕や清掃等の実施により、施設の適切な維持管理を行つた。

[主な実施内容]

項   目
平成 30年度

内  容
件 数 金  額

修繕料 25 13,978 雨水幹線の修繕

施設管理委託 3 310 雨水幹線ポンプ場等の維持管理

下水道台帳作成委託 3 1,339 下水道 (雨水)台帳の作成

管渠清掃委託 38 13,573 雨水幹線等の清掃、草刈 り

保守点検委託 7 1,609 排水ポンプの保守点検

庁用備品購入費 1 2,138 排水用エンジンポンプ

○目標達成状況
・パ トロールの実施により、修繕箇所の早期対応や清掃等を実施 し、雨水幹線の適切な維持管理

を行 うことができた。

【事業の成果】
・雨水幹線の修繕や清掃等の実施により、雨水を適切につF除することができた。

【今後の課題、反省点、日標が達成できなかつた要因など】
。近年、大雨により発生する浸水被害の軽減を図るため、雨水幹線等の点検及び修繕等を実施 し、

排水機能の確保に努めていく必要がある。
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決算書

(P506-P509)
1款 1項 3日 管渠維持管理費 所管課等 生活りF水対策課

事 業 名 雨水管理費

【執行残額について】

○入札差金

萎託料

備品購入費

○その他
・実績が見込みを下回つたもの

旅費

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

原材料費

997

749

248

1,683

1,683

1

855

24

773

18

12
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決算書

(P508～ P509)
1款 2項 1目  公共下水道事業費 所管課等 下水道建設課

事 業 名 下水道計画策定事業

(単位 :千円)

【目的】
・下水道全体計画に基づき下水道事業計画を変更し、事業の進捗を図る。
・消化ガス発電量の増加と汚泥処分量の減少を目指し、下水道汚泥を利用した再生可能エネルギ

ーの可能性を検討する。

平 成 30年 度 の 取 組

【事業の概要 (年度目標、実施内容、これまでの経過、日標達成状況など)】

■下水道計画策定事業 (事業計画)

○平成 30年度 目標
t汚水処理の効率化を図るため、安塚地区及び初田地区の農業集落排水を公共下水道等への接

続に向け、平成 30年度中に下水道事業計画区域に編入する。

○実施内容、これまでの経過等
・安塚地区農業集落排水区域を浦)|1原処理区特定環境保全公共下水道区域に、初田地区農業集

落排水区域を柿崎処理区公共下水道区域に編入 した。

○目標達成状況
。平成 30年度内に事業計画区域を変更 したことから、日標を達成することができた。

■下水道のエネルギーを利用 した再生可能エネルギー

○平成 30年度 目標
・下水道及び農業集落排水の汚泥を消化ガス発電に利用することについて、年度内に実現可能

性 (FS)調査を実施する。

○実施内容、これまでの経過等
・下水道及び農業集落排水の汚泥を消化ガス発電に利用することについて、実現可能性調査を

完了した。

○目標達成状況
・農業集落排水汚泥を下水道センターに投入する費用対効果及び事業実施に向けた課題が明ら

かになり、日標を達成することができた。

予算現額 執 行 額
執 行 額 の 財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 市  債 そ の 他 一般財源

32,678 29,749 998
12,413

触 鋤
16,343

翌年度繰越額 執行残額
執 行 残 額 の 内 訳

事業費節減 事業未実施 入札差企 そ の 他

2,929 2,827 22 80
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決算書

(P508～ P509)
1款 2項 1目  公共下水道事業費 所管課等 下水道建設課

事 業 名 下水道計画策定事業

【事業の成果】
・柿崎処理区及び浦川原処理区の事業計画を変更 し、汚水連携事業の早期完了に向けて、事業の

進捗を図ることができた。
・再生可能エネルギーについて、農業集落排水汚泥を下水道センターに投入することで費用対効

果が得 られるものの、現在汚泥を投入 している汚泥 リサイクルパークの収入が減ることとな り、

一般会計の歳入が減 り、市全体としての費用対効果が得 られないことが判明 した。また、汚泥

の運搬において課題があることが判明したことから、事業の実施は見送 りとし、不要な投資を

避けることができた。

【今後の課題、反省点、目標が達成できなかつた要因など】
・汚水連携事業に関する下水道事業計画の変更手続きは、国 。県の事前協議に時間を要するため

委託業務の早期メ九<注に努める必要がある。
・再生可能エネルギーについて、今後、汚泥の運搬について事業者と協議を進めながら、汚水連

携 しない農業集落排水処理場汚泥を優先 し、事業実施に向けて課題の解決を図つていくことに

より、能率的な下水道経営を目指す。

【執行残額について】

○事業費節減

委託料

O入札差金

委託料

○その他
・実績が見込みを下回つたもの

旅費

使用料及び賃借料

2,827

2,827

22

22

80

80

53

27
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